
1,249,400

1,249,400322,400

財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法

　　　定率法で減価償却を実施している。

（２）引当金の計上基準

（単位：円）

当期増加額

24,000,000

当期末残高

0
0

2,000,000
3,249,400
27,249,400

（単位：円）

その他

　　引当金の内訳は、次のとおりである。

目的使用

1,249,400

小 計
特定資産

（うち指定正味財
産からの充当額）

期末残高

（うち負債に対応
する額）

0

1,249,400

期首残高

927,000

４．引当金の明細

（うち一般正味財
産からの充当額）

当期減少額

2,000,000
2,000,000
26,000,000

24,000,000

２．基本財産及び特定資産の明細、増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の明細、増減額及びその残高は、次のとおりである。

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

退職給付引当金

（単位：円）

周年行事引当資産
小 計
合 計

科 目

定期預金
小 計

科 目

基本財産
定期預金

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

3,249,400
27,249,400

0
0
0

退職給付引当資産

小 計
合 計

2,927,000
周年行事引当資産

322,400
2,322,400

2,000,000

24,927,000

24,000,000
24,000,000

1,249,400

0

　　　退職給付引当金は、年度末の要支給額を計上している。

前期末残高

22,000,000
22,000,000

927,000

当期増加額

2,000,000
2,000,000

322,400 0 1,249,400
2,000,000

特定資産

科 目
基本財産

当期末残高

24,000,000
24,000,000

当期減少額

0
0

退職給付引当資産



前期末残高

什器備品
合 計

助成金
　全法連助成金

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

9,197,200 09,197,200

3,002,440
3,002,440

（単位：円）

（単位：円）

うち公１

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（D)（=B+C)

　　公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第15条（公益目的事業比率）
　　　公益法人は、毎事業年度における公益目的事業比率が100分の50以上となるように公益
　　目的事業を行わなければならない。

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。

当期増加額 当期減少額 当期末残高

2,997,004
2,997,004

当期末残高
5,436
5,436

正味財産増減計算書内訳表より

貸借対照表上
の記載区分補助金等の名称 交付者

合 計

【 参考事項 】公益目的事業比率が50％以上であること。

278,000

9,475,200

0

0

278,000

9,475,200

（A) （B) （C)
事 業 費

うち公２ 公１・公２計科 目

＝

公益目的事業比率

63欄
64欄

4,353,714 14,490,850
2,348,504

公益目的の事業費（D)

管 理 費
20,186,388

17,837,88440欄

経常費用

×
14,490,850

合 計

20,186,388

10,137,136

減価償却累計額取得価額

＝

経常費用

科 目

100×＝

補助金
　県連補助金

全国法人会
総　連　合

三重県法人会
連　 合 　会

100

71.8% ≧ 50%


